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1. 2026年 2月 28日の米国・イスラエルのイラン攻撃、3月のイランの周辺諸

国への攻撃とホルムズ海峡の封鎖、4月の米国による対イラン海上封鎖によ

り、世界の貿易量の 2 割を占める石油と LNG の輸出が大きく停滞した。6

月の停戦合意後も、同海峡の再封鎖が生じるなど、情勢は不透明である。

中東危機による石油市場に対する影響と今後の見通し 

2. 2025年（通年）では、ホルムズ海峡経由で日量 1500万バレル（b/d）の原

油が輸出された。中東危機後は、サウジアラビアの東西パイプライン（輸送

能力 700 万 b/d）経由で紅海沿いのヤンブー港出し（500 万 b/d 程度）と

UAEのフジャイラ港出し（180万 b/d程度）が主要な輸出ルートとなった。

イランからの輸出も米国による海上封鎖により大きく減少した。

3. 一方、ホルムズ海峡封鎖に伴い停滞する輸出量の規模を踏まえると、原油価

格の上昇は「抑制的」である。この背景には、危機前の石油市場の「供給余

剰」、中東危機後の世界の石油在庫の急速な取り崩し、中国の原油輸入の抑

制、サウジや UAEの迂回ルートでの輸出継続などの影響が考えられる。

4. 今後の国際原油市場は、ホルムズ海峡封鎖が継続する場合、湾岸諸国による

同海峡迂回ルートの増強が進む一方、十分な増強には数年かかる可能性があ

るため、当面は原油価格が危機前の水準（Brent：$73/bbl）を安定的に維

持する可能性は低い。さらに、UAEが脱退した OPECの市場への影響力の

低下も見込まれ、情勢に左右されやすい形で価格変動が継続すると思われる。 

5. さらに、7月中旬のイエメンのフーシ派によるバーブルマンデブ海峡の封鎖

宣言と攻撃を受け、サウジの同海峡経由の迂回ルートによる輸出も不透明化

している。残された選択肢であるスエズ運河経由は、超大型タンカー（VLCC）

の満載での通航が難しく、情勢悪化が継続すれば、原油価格は$100ドル/bbl

を超える水準で推移する可能性がある。一方、EV シフト等で Swing

Importer としての機能を高める中国が、引き続き原油輸入を調整すること
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ができれば、原油価格の上昇が抑制されることも考えられる。 

6. 日本は中東危機後、3月と 4月の石油備蓄放出に加え、中東や米国を中心に

ホルムズ海峡を経由しない代替調達を進め、7 月調達分は代替率 10 割を見

込む。今後は、中長期的な調達多角化の取り組みも求められる。

中東危機による LNG市場に対する影響と今後の見通し 

7. ホルムズ海峡封鎖により、カタール（年 7800万トン程度）と UAE（年 600

万トン程度）の LNG輸出が困難になった。さらにカタールは 3月のイラン

からの攻撃により、既存設備の生産能力の 17%（年 1280万トン分）を失い、

復旧に最長で 5年かかると発表している。2026年後半から順次生産開始予

定とされたカタールの LNG拡張プロジェクトも遅延する見込みである。

8. アジア向けスポット価格は危機前の水準（$11/Mbtu）から上昇し、3 月の

カタールの LNG 設備の被弾を受けて一時$20/Mbtu を超えた。6 月の停戦

合意後も不透明な情勢から$10/Mbtu台後半の水準を推移し、夏場の需要期

でもある 7月中旬の攻撃再開を受け、再び$20/Mbtu 前後に上昇している。 

9. 今後の国際 LNG市場は、ホルムズ海峡封鎖が継続する場合、現時点でカタ

ールと UAEの LNG輸出には有効な迂回ルートは存在せず、2026年の両国

からの LNG供給は 6000万トン超減少する可能性がある。また仮に海峡封

鎖が解除された場合でも、両国は LNG生産設備を全面停止しており、全面

的な再稼働には数か月かかる見通しである。

10. 中長期的にも、ホルムズ海峡の封鎖が継続した場合は、カタールと UAEの

新規計画（年 6400万トンと年 960万トン）が遅延し、「2030年頃にかけて

供給増に伴い価格が低下し、アジアを中心に需要が喚起、LNG市場が現在

の年 4億トンから年 6.5億トンに拡大する」という弊所の従来見通しの実現

は困難になる。このため、特にアジアの LNG市場にとって、北米西海岸の

LNGプロジェクトの重要性が一層高まることになる。

11. 日本は LNG輸入のホルムズ依存度が低く、代替調達ができており、輸入価

格も長期契約に基づく原油連動（3か月平均のラグ適用）の影響などから現

時点で大きく上昇していない。ただし、原油価格の高騰が継続した場合、

LNG輸入価格にも影響を与えることになる。

12. 中東情勢に加え、2027 年以降の LNG 市場に影響を及ぼしうる要因として

は、豪州政府が 5 月に発表した「国内ガス留保義務制度案」の法制化動向

や、EUによる 2026年までのロシア産 LNG、2027年秋までの同国産ガス

の輸入停止方針が予定通り実行されるのかについても注目される。

以上 
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